◆第1部　最近の中小企業の動向◆
第1-1-2図　実質GDP 成長率の伸び率の要因分解（前期比寄与度）
～輸出・家計（消費＋住宅）がリーマン・ショック後の景気回復を牽引したが、震災が発生した2011年1-3月期には、GDP 成長率は低下した～
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この約3年間におけるグラフの青線（実質GDP成長率）の乱高下は近年、まれにみる動きです。

景気後退期に入っていた2008年9月にリーマンショックが起き、急激に景気が悪化、2009年1-3月期を底として景気が持ち直し、2010年10-12月期から減速し始めたところに震災発生。

・山と谷のレベル、それぞれの時期を対応させておくこと

・景気回復を牽引した要因は、輸出と家計であることをグラフで確認すること

・輸出の底打ちは2009年2月であること、輸出はアジア向けを中心に増加したこと

・エコカー補助金の終了等を控えた駆け込み需要で、2010年第3四半期にいったん上昇し、第4四半期はその反動で減少したこと

などについて、第1-1-3図や1-1-7図～10図とも併せて、マクロ経済の動向を押さえましょう。

第1-1-8図から10図までの3つの図表は、もうひとつの牽引役であった家計の伸びを支えた、エコカー補助金、家電エコポイント、住宅エコポイントに関連するグラフです。

これらの経済対策の内容とグラフに表れている特徴は整理しておきたいところです。
第1-1-16図　規模別・業種別の売上高
～2010年7-9月期から、中小企業の売上高の前年同期比の増加率は、縮小してきており、今度の震災の影響が懸念される～
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これと次の図表は同じ統計ですので、セットで把握しておきましょう。

・製造業（中小企業）の売上高の前年同期比増加率は、2009年1-3月期を底として回復へ。

・ただし、前年同期比増加率がプラスになったのは、2010年1-3月期。

・製造業、非製造業とも、中小企業の売上高増加率は2010年4-6月期でピークをつけた後、2010年7-9月期から増加率が縮小している。
第1-1-17図　規模別・業種別の売上高経常利益率
～売上高経常利益率は、緩やかに改善していたが、今後の震災の影響が懸念される～
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このグラフから読み取れるのは

・製造業は2009年7-9月期にほぼ0%まで落ち込んだ後に上昇、非製造業は緩やかに上昇という動きの違い

・製造業、非製造業とも、ほぼ「大企業＞中小企業」で推移していること

です。

この科目でグラフを見る際には、「製造業と非製造業」、「大企業と中小企業」という対比の切り口を常に持っておくと記憶が深まり、また応用も利くと思います。
第1-1-23図　中小製造業の設備投資
～中小製造業の設備投資は、過去最大の減少率を記録した2009年度実績から2割増加したが、その内容は「更新、維持・補修」が最も多い。今後、復興に向けた投資も見込まれる～ 

[image: image4.png][ w77 ame 5 - arn - wvceast (1], ws - e (S mmni (R E T 000 20t —— wams

(o %) (RtoBMRLLE. %)
300 100
200 %0

80

100
70

00
60
4100 50
4200 40
20

a300
20

4400
10

a500

08 o8 10

R () EREOREA [ GOSN RE
($) 201 OB ETENE (201 0EOR). FOMILTRE,




リーマンショック後、2009年の設備投資の減少率4割は過去最大でした。

リーマンショックが中小企業に与えた影響がいかに甚大であったかを示す、重要なグラフです。

ここでは、サブタイトル通り、

・2009年度は過去最大の減少率＝前年度比約4割

・2010年度は前年度比2割増加

・設備投資内容は、「更新、維持・補修」目的の割合が最も高い

・「能力拡充」目的は2番目である

ことを確実に押さえておきましょう。

第1-1-24図　業種別の従業員過不足DI と完全失業率
～中小企業の雇用の過剰感は緩やかに解消されつつあったが、完全失業率は依然として高い水準が続く～ 
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雇用関係の統計です。

・完全失業率は、4.0%前後からリーマンショック後に急激に悪化、2009年7月に過去最悪の5.5%に達した後、緩やかに改善しているが、いまだ4.7%と高い水準にあること。

・過不足DIは、製造業の動きが一番激しいが、全業種とも低下傾向にあること。

・直近では、卸売業の過不足DIが一番高いこと。

などが主なポイントと思います。

ポイントとなる重要数値を覚えること、業種ごとの特徴を押さえておくことも、グラフを見る際の重要点です。

雇用関係の図表では、第1-1-26図①「2011年3月、2012年3月の大卒者の求人倍率」で、唯一、300人未満の企業では「求人＞求職」（求人倍率1.00倍超）であることも重要そうです（300人以上の企業では1.00倍以下）。

いわゆる雇用のミスマッチが起きているということです。

